
自治体
等

事業名 概要 測定方法の例 概要 単位 方法 推定値

八王子
市

大腸がん検診・精密検査受診率向上事
業

浦添市 大腸がん検診受診勧奨PFS事業

矢巾町 大腸がん検診受診促進事業

矢巾町 大腸がん検診受診促進事業 逸失所得 円 ー
「令和3年賃金構造基本統
計調査」

平均年齢から退職までの総
収入（岩手県、年齢層別）
をがん発見の割合（年齢層
別）で重み付けして計算

早期発見・治療１人増
➡5,596千円/人

4 見附市
他複数

飛び地自治体連携型大規模ヘルスケア
プロジェクト

運動不足の人を中心とした
住民等

運動継続率
歩数の変化等

ICTサービスで取得する歩
数等データ
アンケート

医療費削減 円 事業参加数
https://www.mlit.go.jp/to
shi/toshi_machi_tk_00005
5.html

過去の研究のレビュー １日１歩➡0.065～0.072円

保健指導プログラム修了率

事業全体の効果額の推定

医療費（神戸市国保年金医
療課負担分）約 120,000 千
円

以下を考慮して推定。
①腎機能低下抑制率
②糖尿病の段階ごとの医療
費
③実行給付率

ー糖尿病性腎症重症化予防神戸市 円医療費削減

看護師の指導報告書を基
に、４分野（食事療法、
運動療法、セルフモニタ
リング、薬物療法）にお
ける自己管理行動指標の
ステージ改善の有無を判
断。

生活習慣改善
者率

糖尿病性腎症等のリスクが
ある人

2

3 35 歳以上の住民等
運動習慣
BMI等

参加者へのアンケート 医療費削減 円岡山市 SIB を活用した健康ポイント事業

※健幸ポイントプロジェク
ト（H26-28 実証事業）に
て活用した医療費適正化効
果シミュレーション（新潟
県見附市）

健康づくり教室の参加群
と、性別・年齢・介入前の
医療費を合わせた比較対象
群の比較。介入後、３年目
の１年間の医療費の差。

※新潟県見附市の例による

教室参加➡10.4万円（３年
目の１年間の医療費）

事業参加数

国民健康保険被保険者
大腸がん検診
受診者数

自治体が保有するがん検診
受診者情報により把握

医療費削減 円

京都大学・(株)キャンサー
スキャン「大腸がんの進行
度による総医療費の比較検
討」
https://www.city.hachioji.
tokyo.jp/kurashi/hoken/k
ennsinn/p023983_d/fil/da
ichou-iryouhi-hikaku.pdf

以下を考慮して推定
①根治可能群と根治不能群
の医療費の差（３年間）
②受診者のうち、根治可能
な大腸がんが発見される割
合
③実行給付率

※八王子市の例による

受診者１人増➡約8,000円

広島県
（他６
市）

ソーシャルインパクトボンド（SIB）
の手法を用いた新たながん検診の個別
受診勧奨業務

ー

支払いに紐づく
アウトプット／初期アウトカム指標の
例

（支払いに連動することが想定される指
標）

支払に必ずしも連動せず、契
約期間中には観測できないこ
ともあるが、過去の研究等か
ら発現が期待できる将来の変
化

中長期的なアウトカムへの効果の推定
ID PFS事業の介入対象者

成果指標／アウトカム 将来の効果・便益

出典、参考文献
PFS事例等
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支払いに紐づく
アウトプット／初期アウトカム指標の
例

（支払いに連動することが想定される指
標）

支払に必ずしも連動せず、契
約期間中には観測できないこ
ともあるが、過去の研究等か
ら発現が期待できる将来の変
化

中長期的なアウトカムへの効果の推定
ID PFS事業の介入対象者

成果指標／アウトカム 将来の効果・便益

出典、参考文献
PFS事例等

7 横浜市
産婦人科医・助産師・小児科医による
遠隔健康医療相談サービス事業

妊娠中／出産後の女性 育児不安 アンケートにより聴取
親子の Well-
being

ー サービス利用率 ー ー ー

8

大分県
（その他
複数）※
厚生労働
省が委託

服薬指導 重複服薬している人 服薬の削減
重複薬剤数（同じ効能を
持つ薬剤数）の変化

医療費削減 円 ー ー ー
減薬による医療費削減が見
込めるが、算定はしていな
い。

がんや心疾患など喫煙によっ
てリスクが増す疾病の医療
費、喫煙によるリスク増加
などのデータからコスト推計

禁煙に成功した時の生涯医
療費の差
　男性：81.9万円
　女性：49.1万円

事業参加数

9 心房細動のリスクがある高
齢者

6 在勤の 20 歳以上の喫煙者 禁煙の成否

プログラム開始から 12 カ
月後にオンライン面談上
でコチニン検査を実施して
いる動画及び検査結果を
確認

医療費削減 円豊中市
豊中市在住・在勤の喫煙者に対する禁
煙支援事業

医療経済研究機構「禁煙政
策のありかたに関する研
究：喫煙によるコスト推
計」（2010 年）

5 メタボ予防、介護予防の
ニーズがある人

体重減少、体
力年齢の低下

体重：プログラム最終日に
測定
体力年齢：RIZAP が THF
と共同開発した「RIZAP
体力年齢推定式」による

医療費削減 円

伊那市
（その
他複数
自治体
有）

健康寿命延伸のための成果報酬型健康
増進プログラム

ー ー ーー

杵築市
臼杵市

心房細動潜在患者の早期発見による健
康寿命延伸事業

大分大学循環器内科・臨床
診断学講座の髙橋教授監
修。

以下を考慮して推定
①脳梗塞予防治療の効果
（ワルファリン治療、
DOAC）
②介護費（９年間）
③DOAC治療費（９年間）
④未治療の場合の脳梗塞発
症数の推定

※臼杵市の例による

10名の心房細動患者発見➡
7,066千円

スクリーニング検査実施数
心房細動患者
の医療機関受
診

脳梗塞等のリスクである
心房細動が発見され、医
療機関を受診した人の数

医療費削減 円
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支払いに紐づく
アウトプット／初期アウトカム指標の
例

（支払いに連動することが想定される指
標）

支払に必ずしも連動せず、契
約期間中には観測できないこ
ともあるが、過去の研究等か
ら発現が期待できる将来の変
化

中長期的なアウトカムへの効果の推定
ID PFS事業の介入対象者

成果指標／アウトカム 将来の効果・便益

出典、参考文献
PFS事例等

医療費削減 円

死亡確率
ハザー
ド比

葭内朗裕，兼平孝，栗田啓
子ほか北海道歯誌32：12-
24，2011

深井 穫博  健康長寿社会に
寄与する歯科医療・口腔保
健のエビデンス2015　課題
別エビデンス 項目別レ
ビュー

現在歯数，欠損補綴状況，
歯周病罹患状況と被保険者
１人あたりの医科診療費の
比較。
自治体が保有レセプトで確
認。

メタ分析（主にコホート調
査を対象）

堺市 あ・し・たプロジェクト

豊田市 ずっと元気！プロジェクト

ー ー ー歯の本数 歯の本数

・介護予防プログラム参加人数
・継続人数

10 高齢者

11
65歳以上の高齢者のうち、
主に要介護認定を受けてい
ない市民

要介護リスク
点数の低減度

一人での外出、日用品の
買い物の可否などを含む
12項目の自己評価アン
ケート

介護保険給付
費の適正化

円

斉藤雅茂, 辻大士, 藤田欽
也, 近藤尚己, 相田潤, 尾島
俊之, & 近藤克則. (2021).
要支援・要介護リスク評価
尺度点数別の累積介護サー
ビス給付費: 介護保険給付
実績の 6 年間の追跡調査よ
り. 日本公衆衛生雑誌,
68(11), 743-752.

リスク評価得点ごとに高齢
者の６年間の累積介護サー
ビス給付費を追跡研究

低リスク群：
１点増→0.89万円／６年

高リスク群：
１点増→7.53万円／６年

歯が２０本以上ある者との
医療費（月額）比較
５～１９本＝1.31倍
４本以下＝1.60倍

２０歯以上と０歯（義歯な
し）→1.8倍（平均80歳、６
年追跡）など、研究多数
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支払いに紐づく
アウトプット／初期アウトカム指標の
例

（支払いに連動することが想定される指
標）

支払に必ずしも連動せず、契
約期間中には観測できないこ
ともあるが、過去の研究等か
ら発現が期待できる将来の変
化

中長期的なアウトカムへの効果の推定
ID PFS事業の介入対象者

成果指標／アウトカム 将来の効果・便益

出典、参考文献
PFS事例等

枚方市 いくつになっても誰もが主役の介護予
防事業

堺市 あ・し・たプロジェクト

豊田市 ずっと元気！プロジェクト

※藤沢市の例による

運動習慣が週２回未満のま
ま変化のない非推奨群と、
週２回未満から週２回以上
に増加した増加群を比較➡
6,990円／人・年

要介護認定
認定の
有無

遠又靖丈ら.（2011）.１年
間の要介護認定発生に対す
る基本チェックリストの予
測妥当性の検証　大崎コ
ホート2006研究. 日本公衆
衛生雑誌58(1), 3-13.

大崎市の要介護認定を受け
ていない65歳以上の人につ
いて１年間追跡。自記式
チェックリストの回答ごと
の、要介護認定発生の確率
を比較。

※大崎市の例による

運動に関するチェックリス
トの項目５問中３問以上の
該当➡3.44倍の要介護発生

美馬市 美馬市版 SIB ヴォルティスコンディ
ショニングプログラム

運動プログラム等のサービ
ス終了後、利用者へのア
ンケートを実施

厚生労働省
「介護予防マ
ニュアル改訂
版」に示され
た基本チェッ
クリストの改
善度

入院外医療費 円

齋藤義信, 小熊祐子, & 鈴木
清美. (2012). 推奨運動量レ
ベルの運動習慣と入院外医
療費との関連: 藤沢市にお
ける検討. 厚生の指標=
Journal of health and
welfare statistics/厚生労
働統計協会 編, 59(2), 8-16.

藤沢市の健康保険被保険者
（平均63.3歳）の２年間の
追跡研究。質問紙により把
握した運動習慣の推移（非
推奨、減少、増加、推奨）
ごとの年間入院外医療費を
比較。

円

Saito M, Kondo N, Aida J, Saito J,
Anezaki H, Ojima T, Kondo K.
Differences in Cumulative Long-
Term Care Costs by Community
Activities and Employment: A
Prospective Follow-Up Study of
Older Japanese Adults.
International Journal of
Environmental Research and
Public Health. 2021; 18(10):5414.
https://doi.org/10.3390/ijerph18
105414

社会参加活動への参加頻度
別の６年間の累積介護費を
追跡

13 65歳以上の介護認定されて
ない市民

ー

ー

月１～２回程度社会参加活
動に参加
➡介護費111,000円減少／６
年

12

65歳以上の高齢者
 重点介入対象者：対象者の
うち、社会参加していない
者

社会参加活動
（介護予防プ
ログラム等）
継続者数

参加者アンケートにより
把握

介護給付費の
適正化
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支払いに紐づく
アウトプット／初期アウトカム指標の
例

（支払いに連動することが想定される指
標）

支払に必ずしも連動せず、契
約期間中には観測できないこ
ともあるが、過去の研究等か
ら発現が期待できる将来の変
化

中長期的なアウトカムへの効果の推定
ID PFS事業の介入対象者

成果指標／アウトカム 将来の効果・便益

出典、参考文献
PFS事例等

円古河市 古河市参加支援事業
市独自調査により、年内に
就職活動に結び付く者を５
名程度と試算。

・５名のうち
　３名生活保護費削減額（6
年4か月間※全国平均保護受
給期間）20,574,938円
　２名通税増加額（6年4か
月）3,171,078円

・対象者（家族）への延べアクション
数
・関連機関等との連携アクション数
・対象者宅への延べ訪問数
・支援プラン作成件数
・社会参加のフェーズに応じた成果・
事業目標の達成総数
・他機関への送致件数

・厚生労働省　2019年度被
保護者調査

・学習支援計画の策定数
・支援の継続率
・学習支援計画の見直し検討の回数
・学習支援計画上の目標達成率
　支援終了時に支援計画上の目標を達成
した者の数／支援を開始した者の数
・専門家によるアセスメント結果
　学習支援終了時に専門家によるアセス
メントを実施し、支援の必要性等を点数
化。同点数が出院時より下がった者の数
／支援を開始した対象者数

・アクション数（訪問支援員による
サービス対象者に対する何らかのアク
ション数
・アウトリーチ数（アウトリーチ成功
者数）

40,779千円／１人

25歳のモデル賃金229万円
（男女平均値）を基準と
し、就労が実現した場合の
65歳までの賃金収入を算
定。賃金収入の額から市区
町村民税、都道府県民税、
社会保険料、所得税を税収
入増加分として算出。

ー円税収入増加

ー ー14

少年院出院後、高卒認定試
験の受験を予定している者
や高等学校への復学を希望
している者

再処分率

比較対照群の再処分率を
「１００」とした場合
の、本事業の支援対象者
の再処分率

ー ー法務省
ソーシャル・インパクト・ボンド
（SIB)による非行少年への学習支援事
業

ー

第三者評価機関が訪問支
援員からの聞き取り調査
により把握する

ステップアッ
プ値（就労、
就労に向けた
意識面や行動
面での変化
等）

自宅等から外出困難な引き
こもりの人、様々な理由か
ら既存の就労支援プログラ
ム等につながっていない社
会的孤立状態の人

15
引きこもり等の社会的孤立者へのアウ
トリーチによる就労に向けたステップ
アップ支援

佐倉市

16

「ひきこもり者」、「ヤン
グケアラー」、「精神的な
不調により未就学、未就
労、離職状態にある者」等

支援期間終了
後のフォロー
アップ数

介入による実績を事業者
の記録に基づき把握

・対象者の社
会参加意識の
醸成
・社会参加の
実現
・社会とのつ
ながり確立
・生活困窮、
生活保護受給
の防止
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支払いに紐づく
アウトプット／初期アウトカム指標の
例

（支払いに連動することが想定される指
標）

支払に必ずしも連動せず、契
約期間中には観測できないこ
ともあるが、過去の研究等か
ら発現が期待できる将来の変
化

中長期的なアウトカムへの効果の推定
ID PFS事業の介入対象者

成果指標／アウトカム 将来の効果・便益

出典、参考文献
PFS事例等

円

・不登校や引
きこもり等の
社会的孤立の
防止
・社会的自立

サービス提供者が受託者
からの月次報告により把
握

一卵性双生児を含むサンプル
を用い、遺伝の影響を加味
して、教育年数と賃金の関係
を分析。

教育年数１年増
➡賃金9.3%増

ー

公財政教育支出に対する税
収増加額等の便益の推定

・所得増に伴う税収増
2,434,068円／人
・賃金増加9.3％

出席日数（フ
リースクール
及び原籍校）

サービス提供者が運営する
フリースクールに在籍し、
池田市に在住する小・中学
生

・教育相談件数 6,450千円 ／１人

不登校児（11 歳～16 歳）の
生涯コスト
公式統計に基づき、学歴別
の年間給与及び社会保険料
納付額を算出

文科省「不登校に関する実
態調査」
厚生労働省「労働統計年
報」

19

こども、若者 教育年数

・厚生労働省　「賃金構造
基本統計調査」
・厚生労働省　「被保護者
調査」

※R4内閣府「社会的便益調査」を参照 円

・所得の増加
（納税額増
加、生活保護
費抑制）

ー

ー 所得額の向上 円※R4内閣府「社会的便益調査」を参照

Returns to Education
Using a Sample of Twins:
Evidence from Japan.
Nakamuro, M., Inui, T., &
Yamagata, S. (2017).
Asian Economic Journal,
31(1), 61-81.

こども、若者 進学率の上昇 ー 所得額の向上 円※R4内閣府「社会的便益調査」を参照

株式会社三菱総合研究所
「文部科学省委託研究　平
成21年度教育改革の推進の
ための総合的調査研究報告
書～我が国の教育投資の費
用対効果分析の手法に関す
る調査研究」

17
フリースクール事業による不登校の子
供への相談・通学指導を通じた自立支
援

池田市

就職の実現・
就職状態の継
続した人数

未就労者18

20

ー

ー

一般労働者の場合（フルタ
イム・障碍者以外）
・所得335,000円/月
・納税額・社会保険料徴収
額1,040,000円/年

公的統計に基づき、就労が
実現した場合の年間収入に
ついて、就労形態ごとに推
定し、それに相応する所得
税・住民税、社会保険料・
労働保険料の金額を試算



自治体
等

事業名 概要 測定方法の例 概要 単位 方法 推定値

支払いに紐づく
アウトプット／初期アウトカム指標の
例

（支払いに連動することが想定される指
標）

支払に必ずしも連動せず、契
約期間中には観測できないこ
ともあるが、過去の研究等か
ら発現が期待できる将来の変
化

中長期的なアウトカムへの効果の推定
ID PFS事業の介入対象者

成果指標／アウトカム 将来の効果・便益

出典、参考文献
PFS事例等

21 孤立状態にある高齢者

孤立傾向に
あった者（対
面、非対面の
いずれもが月
１、２回以下
の者）のう
ち、改善した
人数

ー 介護費※R4内閣府「社会的便益調査」を参照

・ 高齢者の生活に満足した
社会的孤立と健康寿命喪失
との関連-AGESプロジェク
ト4年間コホート研究より-
（斎藤ほか  2013年10月
老年社会科学,第35巻　第3
号）

孤立状態と満足度別、要介
護状態への移行の追跡調査
（４年間）

被孤立群と孤立群を比較

孤立➡1.34倍
不満足孤立➡1.78倍
満足孤立➡1.17倍

ー※R4内閣府「社会的便益調査」を参照22 孤立状態にある高齢者
孤立状態及び
その状況への
満足度

ー 要介護認定
認定の
有無

円

・ 地域活動と雇用による累
積介護費用の違い：日本人
高齢者の前向き追跡調査
（Differences in
Cumulative Long-Term
Care Costs by Community
Activities and
Employment: A
Prospective Follow-Up
Study of Older Japanese
Adults）
（齋藤 雅重ほか
International Journal of
Environmental Research
and Public Health
2021,5,19）

各コミュニティ活動（趣味
やスポーツグループ活動）へ
の参加状況別、高齢者の６
年間の累積介護費用の追跡
調査。

週2回以上の社会活動の参加
➡123～118千円の介護費の
差

ー
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